
外国人による家事支援サービス 

外国人による家事支援、ついにスタート 

国家戦略特別区域法の改正で外国人家事

使用人の受入れが解禁されたことを受け、7

月 27 日、神奈川県や内閣府などが外国人に

よる家事支援サービスを手掛ける事業者と

して 3社を認定、通知書を交付しました。 

 国家戦略特別区域法ではこの外国人家事

使用人の受入れを「国家戦略特別区域家事

支援外国人受入事業」と名称付けており、

その事業内容を「国家戦略特別区域内にお

いて家事支援活動を行う外国人を、本邦の

公私の機関が雇用契約に基づいて受け入れ

る事業」としています。外国人を雇用でき

る「本邦の公私の機関」は単に日本にある

機関であれば良いというわけではなく、政

令で定められた基準に適合すると認定され

た「特定の機関」のみとしています。今回

3 社がこの機関として認定されたことで、

いよいよ外国人による家事支援サービスが

具体化してきました。 

外国人による家事支援は今までもあったが 

 日本は外国人によるいわゆる「単純労働」

について非常に限定的な受入姿勢を取って

おり、この受入事業については大いに注目

が集まっています。これまでも外国人が家

事使用人として入国することが認められる

ケースはありましたが、外国の慣習的に必

要とされている外交官や外国人経営者の家

庭で家事に従事する場合など、ごく限られ

たものでした。 

どこまで家事をお願いできる？ 

 この受入事業で外国人家事使用人が行う

ことができる家事の内容については国家戦

略特別区域法施行令により「①炊事②洗濯

③掃除④買物⑤児童の日常生活上の世話及

び必要な保護⑥その他家庭において日常生

活を営むのに必要な行為」と定められてい

ます。これらの内容について、たとえば「③

掃除」であれば「床、水回り、炊事場の清

掃のほか、家具等の清掃を含む」といった

具合に、どこまでが活動範囲として認めら

れるのか、既に内閣府などがある程度解釈

を示しています。しかし、家庭により手伝

ってもらいたい家事は様々。支援内容の解

釈については運用していく中で課題になる

ことも予想されます。まずは特区での実施

となりますが、今後の展開が気になるとこ

ろです。 
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認定を受けた特定機

関3社は今秋にもサ

ービスを開始する計

画のようです。 




